
入院横断的個別事項について

１．データ提出加算・診療録管理体制加算について

２．入退院支援加算について

３．救急医療管理加算について

４．治療早期からの回復に向けた取組について

５．入院医療における栄養管理について

６. 褥瘡対策について

42



• 退院時共同指導料• 入院時支援加算

入院外来・在宅 外来・在宅

【入院前からの支援】
・（入院前に）利用しているサービ
スの利用状況の確認
・服薬中の薬剤の確認、各種スク
リーニング
・入院生活に関するオリエンテー
ション
・看護や栄養管理等に係る療養
支援の計画作成 等

外来部門

病棟外来部門と病棟
との連携強化

≪入退院支援の対象となる患者≫
・悪性腫瘍、認知症又は誤嚥性肺炎等の急
性呼吸器感染症のいずれか

・緊急入院 ／ ・要介護認定が未申請
・虐待を受けている又はその疑いがある
・生活困窮者
・入院前に比べＡＤＬが低下し、退院後の生
活様式の再編が必要

・排泄に介助を要する
・同居者の有無に関わらず、必要な養育又は
介護を十分に提供できる状況にない

・退院後に医療処置が必要
・入退院を繰り返している

【退院時共同指導】
・医師、看護職員以外の医療
従事者が共同指導する場合も評価
対象とする

共同指導が行えなかった時は
【情報提供】
・療養に必要な情報提供に対する評
価について、自宅以外の場所に退
院する患者も算定可能とする

在宅療養を担う関係機関等

入院医療機関と在宅療養を担う
医療機関等との連携強化

○ 病気になり入院しても、住み慣れた地域で継続して生活できるよう、また、入院前から関係者との連携を
推進するために、入院前や入院早期からの支援の強化や退院時の地域の関係者との連携を評価。

• 入退院支援加算
• 地域連携診療計画加算

入退院支援の評価（イメージ）
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入退院支援加算１ 入退院支援加算２ 入退院支援加算３

退院困難な要因

ア. 悪性腫瘍、認知症又は誤嚥性肺炎等の急性呼吸器感染症
イ. 緊急入院 ウ. 要介護状態の疑いがあるが要介護認定が未申請であること
エ. 家族又は同居者から虐待を受けている又はその疑いがある
オ. 生活困窮者 カ. 入院前に比べADLが低下し、退院後の生活様式の再編が必要
キ. 排泄に介助を要する
ク. 同居の有無に関わらず、必要な養育又は介を十分に提供できる状況にない
ケ. 退院後に医療処置が必要 コ. 入退院を繰り返していること
サ. その他患者の状況から判断して上記要因に準ずると認められるもの

ア. 先天奇形
イ. 染色体異常
ウ. 出生体重1,500g未満
エ. 新生児仮死（Ⅱ度以上のものに限る）
オ. その他、生命に関わる重篤な状態

①退院困難な患者の抽出
②・患者・家族との面談
・退院支援計画の着手

③多職種によるカンファレンスの
実施

①原則入院後３日以内に退院困難な患者を抽出
②・原則として、患者・家族との面談は

一般病棟入院基本料等は７日以内
療養病棟入院基本料等は１４日以内 に実施

・入院後７日以内に退院支援計画作成に着手
③入院後７日以内にカンファレンスを実施

①原則入院後７日以内に退院困難な患者を抽出
②・できるだけ早期に患者・家族と面談
・入院後７日以内に退院支援計画作成に着手

③できるだけ早期にカンファレンスを実施

①入院後７日以内に退院困難な患者を抽出
②③
・７日以内に家族等と面談
・カンファレンスを行った上で、入院後
１か月以内に退院支援計画作成に着手

入退院支援部門の設置 入退院支援及び地域連携業務を担う部門の設置

入退院支援部門の人員配置

入退院支援及び地域連携業務の十分な経験を有する専従の看護師又は社会福祉士が１名以上
かつ、①もしくは② （※）
①専従の看護師が配置されている場合は、専任の社会福祉士を配置
②専従の社会福祉士が配置されている場合は、専任の看護師を配置

５年以上の新生児集中治療に係る業務の経
験を有し、小児患者の在宅移行に係る適切
な研修を修了した専任の看護師又は専任の
看護師並びに専従の社会福祉士

病棟への入退院支援職員の配置
各病棟に入退院支援等の業務に専従として従事
する専任の看護師又は社会福祉士を配置（２病
棟に１名以上）

－ －

連携機関との面会
連携機関（保険医療機関、介護保険法に定める
居宅サービス業者等）の数が20以上かつ、連
携機関の職員と面会を年３回以上実施

－ －

介護保険サービスとの連携 相談支援専門員との連携等の実績 － －

入退院支援加算の概要①
Ａ２４６ 入退院支援加算（退院時１回）

 施設間の連携を推進した上で、入院早期より退院困難な要因を有する患者を抽出し、入退院支援を実施することを評価。

 入退院支援加算１ イ 一般病棟入院基本料等の場合 ６００点 ロ 療養病棟入院基本料等の場合 １，２００点
入退院支援加算２ イ 一般病棟入院基本料等の場合 １９０点 ロ 療養病棟入院基本料等の場合 ６３５点
入退院支援加算３ １，２００点

 入退院支援加算１又は２を算定する患者が15歳未満である場合、所定点数に次の点数を加算する。
小児加算 ２００点

［主な算定要件・施設基準］

入退院支援加算の
届出状況

【出典】
保険局医療課調べ
（令和元年７月１日の届出状況） （全4,293施設）

加算１のみ
1,944 

加算２のみ
2,221 

加算３のみ
7 

加算１＋加算３
99 

加算２＋加算３
22 

※週３日以上常態として勤務しており、所定労働時間が22時間以上の非常勤２名以上の組み合わせも可。 44
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入退院支援加算の概要②

［算定対象］
① 自宅等（他の保険医療機関から転院する患者以外）から入院する
予定入院患者であること。

② 入退院支援加算を算定する患者であること。

［施設基準］
① 入退院支援加算１、２又は３の施設基準で求める人員に加え、
十分な経験を有する

≪許可病床数200床以上≫
・ 専従の看護師が１名以上 又は
・ 専任の看護師及び専任の社会福祉士が１名以上
≪許可病床数200床未満≫
・ 専任の看護師が１名以上
が配置されていること。

② 地域連携を行うにつき十分な体制が整備されていること。

 入院時支援加算１ 230点 入院時支援加算２ 200点（退院時１回）
［算定要件］

入院の予定が決まった患者に対し、入院中の治療や入院生活に係る
計画に備え、①入院前に以下の１）から８）を行い、②入院中の看護
や栄養管理等に係る療養支援の計画を立て、③患者及び入院予定先の
病棟職員と共有すること。
入院前にア）からク）まで全て実施した場合は、入院時支援加算１
を、患者の病態等によりア）、イ）及びク）を含む一部項目を実施し
た場合は加算２を算定する。

ア） 身体的・社会的・精神的背景を含めた患者情報の把握
イ） 入院前に利用していた介護サービス・福祉サービスの把握 （※）

ウ） 褥瘡に関する危険因子の評価 ／ エ） 栄養状態の評価
オ） 服薬中の薬剤の確認 ／ カ） 退院困難な要因の有無の評価
キ） 入院中に行われる治療・検査の説明 ／ ク） 入院生活の説明
（※）要介護・要支援状態の場合のみ実施

 地域連携診療計画加算 ３００点（退院時１回）

［算定要件］
① あらかじめ疾患ごとに地域連携診療計画が作成され、一連の治療を担う連携保険医療機関等と共有されている。

② 地域連携診療計画の対象疾患の患者に対し、当該計画に沿って治療を行うことについて患者の同意を得た上で、入院後７日以内に
個別の患者ごとの診療計画を作成し、文書で家族等に説明を行い交付する。

③ 患者に対して連携保険医療機関等において引き続き治療が行われる場合には、当該連携保険医療機関に対して、当該患者に係る診
療情報や退院後の診療計画等を文書により提供する。また、当該患者が、転院前の保険医療機関において地域連携診療計画加算を算
定した場合には、退院時に、当該転院前の保険医療機関に対して当該患者に係る診療情報等を文書により提供する。

入院前からの支援を行った場合の評価

医療機関間の連携に関する評価
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入退院支援加算の届出状況

○ 入退院支援加算は、急性期一般入院料１や特定機能病院入院基本料での届出が多かった。

入退院支援加算１又は２の届出状況

出典：令和２年度入院医療等の調査（施設票）

（複数回答）

※無回答は省略

9.3%

54.8%

41.6%

2.1%

25.5%

19.1%

0.3%

14.4%

14.4%

0.4%

6.1%

6.5%

33.3%

54.2%

27.1%

0.0%

11.1%

55.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

入退院支援加算３を届け出ている

地域連携診療計画加算を届け出ている

総合機能評価加算を届け出ている

急性期一般入院料１

急性期一般入院料２～３

急性期一般入院料４～７

地域一般入院料

特定機能病院入院基本料

専門病院入院基本料

1.5%

27.0%

24.4%

0.6%

37.0%

18.5%

0.2%

8.6%

10.0%

0.3%

16.0%

14.7%

0.0%

15.1%

11.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域包括ケア病棟入院料・地域包括ケ

ア入院医療管理料

回復期リハビリテーション病棟入院料

療養病棟入院料

障害者施設等入院基本料

特殊疾患病棟入院料・特殊疾患入院医

療管理料

入退院支援加算等の届出状況

78.2%

55.3%

25.9%

6.9%

70.8%

55.6%

45.0%

54.5%

13.7%

27.0%

17.8%

13.0%

19.1%

26.7%

19.9%

29.2%

22.2%

29.5%

13.5%

23.9%

22.9%

15.1%

7.0%

19.1%

44.2%

66.7%

22.2%

23.1%

28.2%

58.9%

49.1%

65.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

急性期一般入院料１(n = 454)

急性期一般入院料２～３(n = 47)

急性期一般入院料４～７(n = 382)

地域一般入院料(n = 261)

特定機能病院入院基本料(n = 48)

専門病院入院基本料(n = 9)

地域包括ケア病棟入院料・地域包括ケア入院医療管理料(n = 471)

回復期リハビリテーション病棟入院料(n = 341)

療養病棟入院料(n = 569)

障害者施設等入院基本料(n = 293)

特殊疾患病棟入院料・特殊疾患入院医療管理料(n = 73)

入退院支援加算１を届け出ている

入退院支援加算２を届け出ている

入退院支援加算１・２いずれも届

け出ていない
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入退院支援加算の算定件数

出典：令和２年度入院医療等の調査（施設票）

○ 入退院支援加算の算定件数をみると、加算１は、加算２・３に比べて、１施設あたりの算定件数
が多い。

※届出区分が無回答のものは除く ｎ=2以下のものは除く ※各病棟を含む施設として集計

入退院支援加算の算定件数

入
退
院
支
援
加
算
１

入
退
院
支
援
加
算
２

入
退
院
支
援
加
算
３

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域包括ケア病棟入院料・管理料(n=5)

急性期一般入院料１(n=44)

療養病棟入院料(n=101)

回復期リハビリテーション病棟入院料(n=31)

地域包括ケア病棟入院料・管理料(n=99)

地域一般入院料(n=38)

急性期一般入院料４～７(n=88)

急性期一般入院料２～３(n=9)

急性期一般入院料１(n=55)

療養病棟入院料(n=67)

回復期リハビリテーション病棟入院料(n=166)

地域包括ケア病棟入院料・管理料(n=192)

地域一般入院料(n=17)

急性期一般入院料４～７(n=93)

急性期一般入院料２～３(n=24)

急性期一般入院料１(n=342)

1～99件 100～199件 200～299件 300～399件 400～499件 500～599件 600～699件 700～799件 800～899件 900～999件 1000件以上
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

地域連携診療計画加算の算定件数

入退院支援加算 地域連携診療計画加算

退院調整加算 地域連携計画加算

退院支援加算 地域連携診療計画加算

入退院支援加算等の算定状況

（件）

出典：社会医療診療行為別統計

○ 入退院支援加算（平成24～27年は退院調整加算、平成28～29年は退院支援加算）の算定件数は増加
傾向だが、近年は横ばい。

（件）
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0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

入退院支援加算の算定件数

入退院支援加算３
入退院支援加算２（療養病棟入院基本料等の場合）
入退院支援加算１（療養病棟入院基本料等の場合）
入退院支援加算２（一般病棟入院基本料等の場合）
入退院支援加算１（一般病棟入院基本料等の場合）
退院支援加算３
退院支援加算２（療養病棟入院基本料等の場合）
退院支援加算１（療養病棟入院基本料等の場合）
退院支援加算２（一般病棟入院基本料等の場合）
退院支援加算１（一般病棟入院基本料等の場合）
退院調整加算（療養病棟入院基本料等）
退院調整加算（一般病棟入院基本料等）

中医協 総－２
３．８．２５



入退院支援部門を設置していない理由

49出典：令和２年度入院医療等の調査（施設票）

○ 入退院支援部門を設置していない理由をみると、「入退院支援部門を担当する職員数（看護師、
社会福祉士等）を十分確保できないため」が最も多かった。

※届出区分が無回答のものは除く ※入退院支援部門を設置していないと回答した施設のみ

入退院支援部門を設置していない理由（最も該当するもの）

35.1%

1.5%

0.8%

42.0%

2.3%

2.3%

0.8%

7.6%

0.8%

3.1%

3.8%

0.0%

4.8%

0.0%

61.9%

9.5%

4.8%

0.0%

9.5%

0.0%

9.5%

0.0%

0.0%

0.0%

3.6%

67.9%

0.0%

3.6%

0.0%

17.9%

0.0%

7.1%

0.0%

26.0%

19.1%

1.0%

31.4%

2.0%

2.9%

3.4%

7.4%

2.9%

1.5%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

入院時点で退院支援を必要とする（見込みを含む）患者が少ないため

退院する見込みのある患者が少ないため

入退院支援部門を設置すると、経営が不安定になるおそれがあるため

入退院支援部門を担当する職員数（看護師、社会福祉士等）を十分確保できないため

入退院支援部門を設置することで、入退院支援部門に配置される職員の負担が大きくなるため

入退院支援は各病棟において実施しており、施設全体では実施していないため

地域連携が円滑に運営されており、入退院支援に多くの時間を費やす必要がないため

入退院支援部門を設置しなくても、各病棟や各職員による十分な入退院支援を行えているため

入退院支援が必要な患者がいれば、その都度、入退院支援チームを組んで対応しているため

その他

未回答

急性期一般入院料(n = 131) 地域包括ケア病棟入院料・地域包括ケア入院医療管理料(n = 21) 回復期リハビリテーション病棟入院料(n = 28) 療養病棟入院基本料(n = 204)

中医協 総－２
３．８．２５



16.3%

32.7%

12.6%

0.0%

3.6%

0.0%

16.7%

0.9%

7.4%

20.6%

7.0%

20.6%

14.6%

2.7%

19.6%

32.3%

14.9%

0.9%

1.7%

0.4%

19.6%

1.7%

13.2%

19.6%

3.8%

8.1%

13.6%

4.7%

18.4%

34.2%

10.9%

0.7%

2.0%

0.0%

21.7%

1.6%

28.3%

30.6%

3.6%

3.0%

17.8%

0.3%

14.4%

62.2%

10.8%

0.9%

6.7%

0.9%

20.5%

1.7%

9.7%

21.1%

21.9%

11.8%

10.2%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

急性期一般入院料(n = 700)

地域包括ケア病棟入院料・地

域包括ケア入院医療管理料(n 

= 235)

回復期リハビリテーション病

棟入院料(n = 304)

療養病棟入院基本料(n = 703)

8.7%

18.4%

6.3%

0.0%

1.0%

0.0%

12.9%

0.3%

3.4%

14.7%

2.3%

16.1%

13.1%

2.7%

8.1%

19.6%

7.7%

0.4%

0.9%

0.0%

15.7%

0.4%

8.5%

14.0%

2.6%

5.5%

11.9%

4.7%

9.5%

20.1%

6.9%

0.3%

0.7%

0.0%

14.5%

0.0%

12.8%

15.1%

1.0%

3.0%

15.8%

0.3%

6.7%

39.8%

3.8%

0.1%

1.8%

0.1%

15.1%

0.1%

2.3%

12.1%

5.1%

3.8%

7.1%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40%

出典：令和２年度入院医療等の調査（患者票）

○ 「医学的には外来・在宅でもよいが、他の要因のために退院予定がない」と回答した患者について、退
院できない理由をみると、全体として、「家族の希望に適わないため」「入所先の施設の事由により退院
先の確保ができていないため」「上記の全体の調整・マネジメントができていないため」が多かった。

退院できない理由

退院できない理由（複数回答）退院できない理由（最も該当するもの）

※理由が無回答のもの及び無効な回答については除く

本人の希望に適わないため

家族の希望に適わないため

在宅介護（訪問介護など）サービスの事由により退院
先の確保ができないため

地域に在宅介護（訪問介護など）サービスがないため

在宅医療（訪問診療・訪問看護）サービスの事由によ
り退院先の確保ができないため

地域に在宅医療（訪問診療・訪問看護）サービスがな
いため

入所先の施設の事由により、退院先の確保ができてい
ないため

地域に施設サービスがないため

自宅の改修等の住環境の整備ができていないため

上記の全体の調整・マネジメントができていないため

自宅に退院、または施設に入所すれば経済的な負担が
増えるため

転院先の医療機関の確保ができていないため

その他

未回答
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○ 入退院支援加算１又は２を算定した患者について、算定要件である「退院困難な要因」の主な該当項
目をみると、いずれの入院料においても、「緊急入院であること」、「入院前に比べADLが低下し、退院後
の生活様式の再編が必要であること（必要と推測されること）」が多かった。

入退院支援加算の算定要件の「退院困難な要因」

入退院支援加算１又は２を算定する患者の「退院困難な要因」（主なもの１つ）

※令和２年8月～10月の３か月間の算定患者における内訳出典：令和２年度入院医療等の調査（施設票）

15%

30%

6%

0%

1%

24%

5%

5%

5%

4%

4%

13%

25%

6%

0%

1%

28%

8%

7%

5%

5%

2%

8%

20%

6%

0%

2%

39%

8%

7%

4%

3%

3%

14%

15%

4%

0%

1%

33%

10%

8%

7%

6%

1%

0% 10% 20% 30% 40%

悪性腫瘍、認知症又は誤嚥性肺炎等の急性呼吸器感染症のいずれかであること

緊急入院であること

要介護状態であるとの疑いがあるが要介護認定が未申請であること

家族又は同居者から虐待を受けている又はその疑いがあること

生活困窮者であること

入院前に比べADLが低下し、退院後の生活様式の再編が必要であること（必要と推測され

ること）

排泄に介助を要すること

同居者の有無に関わらず、必要な養育又は介護を十分に提供できる状況にないこと

退院後に医療処置（胃瘻等の経管栄養法を含む）が必要なこと

入退院を繰り返していること

その他患者の状況から判断して上記に準ずると認められる場合

急性期一般入院料(n=567)

地域包括ケア病棟入院料・管理料(n=268)

回復期リハビリテーション病棟入院料(n=182)

療養病棟入院基本料(n=145)
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入退院支援加算１を届け出ることが困難な理由

52

○ 入退院支援加算１を届け出ることが困難な理由として、いずれの入院料においても、各病棟への専従の看護師
又は社会福祉士を確保することが困難、が最も多く、急性期一般入院料では、次いで過去1年間の介護支援等連携
指導料の算定回数と過去1年間の相談支援専門員との連携回数の合計、が多かった。

入退院支援加算２を届け出ている施設において、
入退院支援加算１を届け出ることが困難な理由

出典：令和２年度入院医療等の調査（施設票）

該当する項目全て（複数回答）

※無回答は省略

58.6%

5.6%

13.6%

6.2%

8.6%

1.2%

4.3%

1.2%

0.6%

54.4%

6.4%

9.6%

14.4%

4.8%

0.8%

3.2%

3.2%

3.2%

65.1%

7.0%

9.3%

11.6%

7.0%

64.6%

5.4%

13.8%

4.6%

8.5%

0.8%

2.3%

0%10%20%30%40%50%60%70%

入退院支援及び地域連携業務に専従する

看護師又は社会福祉士を各病棟に確保できないため

入退院支援及び地域連携業務に専従する看護師又は社会福祉

士を各病棟に配置しているが、１人につき２病棟、120床ま

での条件を満たせないため

連携機関（保険医療機関、居宅サービス事業者、地域密着型

サービス事業者等）の数が20に満たないため

連携機関数は満たしているが、連携機関と年３回以上の面会

ができないため

過去1年間の介護支援等連携指導料の算定回数と過去1年間の

相談支援専門員との連携回数の合計回数が、基準に満たない

ため

退院困難な患者を入院後３日以内に抽出することが困難なた

め

入院後７日（療養病棟等は14日）以内に患者や家族と面談す

ることが困難なため

入院後７日以内に多職種によるカンファレンスを実施するこ

とが困難なため

その他

急性期一般入院基本料(N=162)

地域包括ケア病棟入院料・入院医療管理

料(N=125)

回復期リハビリテーション病棟入院

(N=43)

療養病棟入院基本料(N=130)

63.6%

12.3%

25.3%

27.2%

30.2%

13.6%

16.7%

16.0%

1.9%

66.4%

14.4%

27.2%

32.0%

18.4%

17.6%

15.2%

16.8%

3.2%

67.4%

18.6%

34.9%

37.2%

23.3%

11.6%

11.6%

16.3%

2.3%

78.5%

26.2%

46.9%

25.4%

30.8%

10.8%

14.6%

13.1%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

最も該当



41.0%

35.8%

23.4%

23.8%

45.2%

10.9%

10.1%

17.9%

11.6%

37.9%

35.7%

26.0%

24.7%

47.2%

10.0%

8.3%

13.8%

7.7%

40.1%

30.1%

18.6%

21.2%

41.6%

10.6%

10.0%

19.2%

13.0%

19.4%

33.6%

15.5%

11.4%

25.3%

9.4%

9.3%

26.2%

16.7%

0% 20% 40% 60%

○ 施設において、退院支援の積極的な取組や促進等を困難にしている事項をみると、全体として、「担当患
者数が多いため、患者１人当たりの退院調整に十分な時間を割くことができない」「退院支援に係る職員数
が確保できないため、十分な退院調整ができない」「患者・家族と面会日等を調整することが難しい」が多
かった。

施設において退院支援の積極的な取組や促進等を困難にしている事項

※無効な回答については除く

退院支援等の取組等を困難にしている事項
（最も該当するもの）

退院支援等の取組等を困難にしている事項
（複数回答）

22.8%

18.4%

5.6%

5.7%

15.6%

0.9%

1.9%

17.1%

7.2%

20.6%

19.8%

6.0%

6.4%

20.4%

1.3%

1.9%

13.0%

4.9%

20.6%

17.1%

2.4%

6.5%

18.3%

1.2%

2.4%

18.3%

7.7%

10.1%

23.3%

5.0%

2.3%

11.0%

1.1%

3.6%

24.6%

14.4%

0% 10% 20% 30% 40%

担当患者数が多いため、患者1人当たりの退院調整に十分な時間を割

くことができない

退院支援に係る職員数が確保できないため、十分な退院調整ができな

い

退院支援を開始するタイミングが遅れてしまっていることが多い

病棟との情報共有が十分でないことが多い

患者・家族と面会日等を調整することが難しい

患者・家族に退院後の介護サービス等の内容を伝えることが難しい

在宅支援を行う医療・介護サービスからの連携を得ることが難しい

特にない

その他

急性期一般入院料(n = 877)

地域包括ケア病棟入院料・地

域包括ケア入院医療管理料(n 

= 470)

回復期リハビリテーション病

棟入院料(n = 339)

療養病棟入院基本料(n = 562)

出典：令和２年度入院医療等の調査（患者票） 53



平均在院日数

（日）

入院料ごとの平均在院日数

出典：令和２年度入院医療等の調査（施設票） 54

12.2

15.0

15.1

14.1

12.3

18.1

34.8

25.9

70.0

11.8

14.7

14.7

12.8

12.0

17.7

35.0

25.3

68.0

0 20 40 60 80

急性期一般入院料1（n=412）

急性期一般入院料2～3（n=44）

急性期一般入院料4～7（n=331）

専門病院入院基本料（n=8）

特定機能病院入院基本料（n=44）

地域一般入院料1～2（n=96）

地域一般入院料3（n=124）

地域包括ケア病棟

入院料・管理料（n=350）

回復期リハビリテーション

病棟入院料（n=269）

令和元年8月～10月

令和2年8～10月

300.1

646.2

1652.6

256.3

312.4

709.9

1621.5

232.0

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800

療養病棟入院料（n=496）

障害者施設等入院基本料（n=255）

特殊疾患病棟入院基本料（n=41）

特殊疾患病棟入院管理料（n=9）

（日）

○ 慢性期入院医療を担っている病床においては、急性期や回復期と比較して平均在院日数が非常に
長い。



入退院支援加算の届出有無と平均在院日数

出典：令和２年度入院医療等の調査（施設票）

○ 入退院支援加算の届出有無と平均在院日数の関係を見ると、急性期一般入院基本料と療養病棟入
院基本料においては、加算１において、加算２や届出なしと比較して平均在院日数が短かった。

※無回答のものは除く

入退院支援加算の届出有無と平均在院日数

55

0%
5%

10%
15%
20%
25%
30%
35%
40%

各
項
目
毎
の
該
当
施
設
数
の
割
合

＜急性期一般入院基本料＞

入退院支援加算１の届出あり(n=433)

入退院支援加算２の届出あり(n=157)

入退院支援加算１・２のいずれも届け出ていない(n=183)
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＜回復期リハビリテーション病棟入院料＞

入退院支援加算１の届出あり(n=152)

入退院支援加算２の届出あり(n=41)

入退院支援加算１・２のいずれも届け出ていない(n=72)

加算１ 加算２ 届出なし

平均値 12.8 14.7 12.5

中央値 12.4 14.8 13.9

加算１ 加算２ 届出なし

平均値 67.2 59.8 72.3

中央値 64.7 59 70.5
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＜地域包括ケア病棟入院料・入院医療管理料＞

入退院支援加算１の届出あり(n=171)

入退院支援加算２の届出あり(n=101)

入退院支援加算１・２のいずれも届け出ていない(n=73)
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＜療養病棟入院基本料＞

入退院支援加算１の届出あり(n=69)
入退院支援加算２の届出あり(n=126)
入退院支援加算１・２のいずれも届け出ていない(n=289)

加算１ 加算２ 届出なし

平均値 23.6 25.0 29.2

中央値 22.2 23.5 30.1

加算１ 加算２ 届出なし

平均値 190.6 256.9 366.8

中央値 158.1 213.5 267.9



0%

10%

20%

30%

40%

50%

0施設以上20施設未満 20施設以上50施設未満 50施設以上100施設未満 100施設以上200施設未満 200施設以上

医
療
機
関
割
合

連携先施設数

急性期一般入院料(n=385) 地域包括ケア病棟入院料・医療管理料(n=95)

回復期リハビリテーション病棟入院料(n=62) 療養病棟入院料(n=92)

退院支援に向けた施設間の連携状況

出典：令和２年度入院医療等の調査（施設票）

○ 急性期一般入院基本料、地域包括ケア病棟入院料、回復期リハビリテーション病棟入院料では、
20施設以上50施設未満が最も多かった。

○ 連携施設数の中央値は、急性期一般入院料・回復期リハビリテーション病棟入院料では35、地域
包括ケア病棟入院料では39であった。

○ 連携施設数が中央値以上の医療機関の方が、平均在院日数が短い傾向にあった。

※無回答のものは除く

入院料別・連携施設数の状況

56

連携施設数が中央値以上・未満別
平均在院日数

平均在院日数 ※連携施設
数の中央値連携施設数 中央値以上 中央値未満

急性期一般入院料 12.9 12.9 35

地域包括ケア病棟入院料・医療管理料 19.9 27.1 39

回復期リハビリテーション病棟入院料 65.4 68.0 35

療養病棟入院料 212.7 279.2 18.5

※連携機関の数は20以上であることが要件



57※ヤングケアラー：法令上の定義はないが、一般に、本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行っている児童を指す。

中医協 総－２
３．８．２５

○ 福祉、介護、医療、教育等の関係機関が連携し、ヤングケアラーを早期に発見して適切な支援に
つなげるための取組の推進が課題となっている。



一般に、本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行って
いる子どもをいう。

（ヤングケアラーのイメージ（例））

ヤングケアラーとは
子 ど も 家 庭 局 家 庭 福 祉 課 提 供 資 料

58



（入退院支援）
・入退院支援部門を設置していない理由をみると、「入退院支援部門を担当する職員数（看護師、社会福祉士等）
を十分確保できないため」が最も多かった。

・入退院支援加算１を届け出ることが困難な理由として、「各病棟への専従の看護師又は社会福祉士を確保するこ
とが困難」が最も多かった。

・退院支援の積極的な取組や促進等を困難にしている事項をみると、全体として「担当患者数が多いため、患者
１人当たりの退院調整に十分な時間を割くことができない」「退院支援に係る職員数が確保できないため、十分
な退院調整ができない」「患者・家族と面会日等を調整することが難しい」が多かった。

・急性期一般入院基本料、地域包括ケア病棟入院料、回復期リハビリテーション病棟入院料では、連携施設数が20
施設以上50施設未満が最も多く、連携施設数の中央値は、急性期一般入院料・回復期リハビリテーション病棟入
院料では35、地域包括ケア病棟入院料では39であった。

・連携施設数が中央値以上の医療機関の方が、平均在院日数が短い傾向にあった。
・ヤングケアラーは家庭内のデリケートな問題であること等から表面化しにくく、福祉、介護、医療、教育等の関係
機関が連携し、ヤングケアラーを早期に発見して適切な支援につなげるための取組の推進が必要である。
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入退院支援についての課題と論点

○ 病気になり入院しても、住み慣れた地域で継続して生活できるよう、地域の関係者との更なる連携や円滑な退
院調整の促進など、入退院支援をさらに推進することに係る評価について、どのように考えるか。
○ ヤングケアラーについては、早期発見や、適切な支援へつなげることが必要であり、関係機関の連携が重要と
されていることから、退院困難な要因を有している患者を抽出し、地域の関係者と協力する仕組みを評価してい
る入退院支援加算において、どのように考えるか。

【論点】


